
○鈴鹿工業高等専門学校技術相談取扱要領

平成２７年４月８日 

校  長  裁  定 

（趣旨） 

第１条 この要領は、独立行政法人国立高等専門学校機構技術相談に関するガイドライン（平成

２７年２月４日理事長裁定）に基づき、独立行政法人国立高等専門学校機構鈴鹿工業高等専門

学校（以下「本校」という。）において、技術相談の取扱い等に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この要領において技術相談とは、企業等における技術的な問題解決を中心とした一時的

な相談、或いは企業等に対する技術的問題解決に向けての支援及び相互の研究開発等の活性化

を図るための技術指導・助言や情報交換に限定するものとする。 

（技術相談の受入） 

第３条 本校教職員の教育・研究業務に支障のない範囲内で実施することが可能な場合において、

技術相談を受け入れるものとする。 

２ 技術相談の受付窓口は総務課地域連携係とする。 

（技術相談の申請） 

第４条 技術相談の申請は、原則として「技術相談申請書」（様式１）に記入し、本校研究活動

推進委員会委員長（以下「委員長」という。）へ提出するものとする。 

（技術相談の実施） 

第５条 委員長は技術相談申請書の内容を確認し判断のうえ、適切な担当教員を決定した後、担

当教員へその旨通知し、技術相談を実施するものとする。 

２ 技術相談に際して、必要に応じて秘密保持契約を締結するものとする。 

３ 技術相談の過程で生じた発明の帰属に関しては、秘密保持契約書のなかに規定するものとす

る。 

４ 技術相談の結果、共同研究又は受託研究を行うこととなった場合は、速やかに共同研究申請

書又は受託研究申込書の提出を受け、共同研究契約又は受託研究契約を締結し、研究を行うも

のとする。 

（技術相談の報告） 

第６条 技術相談を行った担当教員は、「技術相談報告書」（様式２）を作成し委員長に提出す

るものとする。 

（技術相談料等） 

第７条 原則として初回は無料とし、２回目以降の技術相談料については、｢技術相談料金表｣（別

表１）に定めるものとする。 



２ 技術相談を学外で実施する場合の交通費、技術相談の経過で分析等を実施した場合の費用等

は、相談料とは別に徴収するものとする。 

３ 次の各号に定める企業等における技術相談については、技術相談料を減免することができる。 

一 初回と同じ企業等の技術相談者が２回目以降の技術相談を行う場合であって、かつ初回の 

技術相談内容と同様な相談であり、初回の技術相談日から１年以内にあった技術相談となる 

場合は無料とする。 

二 鈴鹿高専テクノプラザ会員企業である場合は、２回以降も無料とする。 

三 技術相談企業等が鈴鹿高専テクノプラザに入会することになった場合、入会日以降の技術 

相談から無料とする。 

四 共同研究・受託研究を行うこととなった場合、契約締結日以降の技術相談から無料とする。 

五 上記各号以外の減免措置については、校長が別に判断する。 

４ 技術相談料は前納しなければならない。  

５ 技術相談料は、本校が発行する請求書により収納する。 

附 則 

この要領は、平成２７年４月８日から実施する。 



別表１ 

技術相談料金表 

相談回数 金  額 備 考 

初 回 無 料 

２回目以降 30,000 円／回 

注１） 初回と同じ企業等の技術相談者が２回目以降の技術相談を行う場合であって、かつ初回 

の技術相談内容と同様な相談であり、初回の技術相談日から１年以内にあった技術相談と

なる場合は無料とする。 

注２） 鈴鹿高専テクノプラザ会員企業は、２回目以降も無料とする。 

注３） 相談企業が鈴鹿高専テクノプラザに入会することになった場合、入会日以降の技術相談

から無料とする。 

注４） 共同・受託研究を行うこととなった場合、契約締結日以降の技術相談から無料とする。 

注５） 技術相談料は前納とする。 



（様式１） 令和  年  月  日 

技 術 相 談 申 請 書 

鈴鹿工業高等専門学校長 殿 

下記のとおり技術相談を申請します。 

記 

申 

込 

者 

企業名等 

役 職 

氏 名 印 

住 所 

電 話 

E-mail

担当教職員の希望 
□ 有  （担当教職員名： ） 

□ 無

相談内容 

相談名（相談分野） 

具体的にご記入ください。 

次の事項について、ご確認の上、同意いただける場合は、レをご記入願います。 

秘 密 保 持 

□ 技術相談の経過において、担当教職員よりノウハウ等の提供を受けた場合、秘密保

持契約を締結することに同意する。

※同意いただけない場合、技術相談を実施することができないことがあります。

知的財産の取扱い 

□ 技術相談の経過又は結果、担当教職員の寄与により知的財産が生じた場合、当校へ

書面にて通知することに同意する。

※同意いただけない場合、技術相談を実施することができないことがあります。

部外秘 

※受付窓口：鈴鹿工業高等専門学校 総務課地域連携係

TEL：059-368-1717 FAX：059-387-0338 E-mail：somu＠jim.suzuka-ct.ac.jp



鈴鹿工業高等専門学校技術相談申請の流れ（フロー図）
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・技術相談者がメール・TEL等にて技術相談の内容を概略的に連絡する。

・本校からの問合せにより、知的財産の取扱い等に同意頂けない場合は、技

術相談申請書を受理しない。

・技術相談者から提出された概略的相談内容を地域連携係から研究活動推進

委員会へ報告する。

・研究活動推進委員会が技術相談内容を吟味し、技

術相談を受入れることのできる教員を選定する。

・教員選定後は、研究活動推進委員会が教員へ「技

術相談を受入れてくれるかどうか」の意向を確認す

る。

・研究活動推進委員会から求められた技術相談を受入れ可能

であるかどうかの回答する。

・教員からの「技術相談が受入れ可能であるかどうか」の回答を受け、その

内容を地域連携係に報告する。

・技術相談の受入れに関する回答を技術相談者へメール・TEL等にて連絡す

る。

・技術相談を受入れるとなった場合は、申請書の提出方法等について確認を

するとともに、日程等の調整を行う。また、技術相談料の請求方法等につい

ても確認をする。

申請書受理までのフロー

申請書受理後のフロー図 ・技術相談者から地域連携係へ技術相談申

請書を提出する。

・地域連携係から技術相談申請書を提出するとともに、技術相談内容の再確

認と知的財産取扱い等の説明・確認を行う。

・技術相談を受入れたことの報告及び技術相談内容の再確認を行う。

・技術相談後の報告書を研究活動委員会に提出する。

・技術相談後に提示される報告書を研究活動推進委員会及び地域連携係にて

確認を行う。

・報告書の確認・受理後は、今後の共同研究等への対応の備えとして、報告

書を地域連携係にて保管する。
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